
パキスタン
パキスタン・イスラーム共和国

面　積　　80万3900km2

人　口　　 1億6650万人（2010年 6 月30日）

首　都　　イスラマバ－ド

言　語　　ウルドゥー語，英語，ほかに 4主要言語

宗　教　　イスラーム教（97％）

政　体　　共和制

元　首　　アースィフ・アリー・ザルダーリー大統領

通　貨　　ルピー（ 1米ドル＝83.56ルピー，2009/10年

度平均）

会計年度　 7月～ 6月
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憲法改正の実現と行き詰まる政治経済

中
なか

西
にし

　嘉
よし

宏
ひろ

概　　況
　2010年の政治では，2008年からの懸案であった第18次憲法改正が 4月に実現し
た。大統領権限が縮小され，首相と議会の権限が拡大された。その一方で与党の
政権運営は時とともに行き詰まりを見せた。国際通貨基金（IMF）の融資に必要な
一般売上税（GST，いわゆる消費税）改正法案が11月に議会に提出されたが，年内
に成立を見ることはなかった。与党内でも反対論が根強く，法案成立の目処は
立っていない。国内の治安状況は依然として不安定である。 3月に始まった国軍
と辺境警備隊による連邦直轄部族地域（FATA）での武装勢力掃討作戦は 6月に勝
利宣言がなされたものの，各地の市場や学校などで民間人を狙ったテロが相次い
だ。バローチスタン州で北大西洋条約機構（NATO）軍用の補給物資を運ぶ車列が
攻撃を受けたり，カラチで政治家の暗殺事件が連続して起きるなど，政治的暴力
の範囲は拡大しているようにも見える。
　経済は前半の復調と後半の低調が対照的な 1年となった。2009/10年度後半に
ついては政府目標を上回る成長を見せた。農業部門は不調であったものの，鉱工
業部門，なかでも大規模製造業が復調を果たして経済成長を牽引した。ところが，
2010/11年度前半は被災者約2000万人という未曾有の洪水被害の影響もあって低
調に終わった。前年度にいったん収束したインフレが再び進んだため，構造改革
に着手できず，政府は融資期間の延長を IMFに申し出た。
　対外関係では中国への接近がより一層顕著となった。 7月にはザルダーリー大
統領が中国を訪問し，12月には温家宝・中国首相がパキスタンを訪問した。両訪
問期間中に経済協力等の多くの協定が締結された。対米関係については，アメリ
カ中央情報局（CIA）による越境爆撃が増加して国民の反発を呼んだ。対アフガニ
スタン関係ではアフガニスタン，パキスタン，インドの間の陸路での貿易を可能
とする新パキスタン・アフガニスタン・トランジット貿易協定が締結された。

2010年のパキスタン
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国 内 政 治

第18次憲法改正と第19次憲法改正
　2004年 1月にパルヴェーズ・ムシャッラフ大統領（当時）は第17次憲法改正に
よって大統領権限を強化した。その後，2008年 2月の総選挙で下院での与野党逆
転が生じ，同年 9月にムシャッラフが大統領を辞職すると，ムシャッラフ体制は
独裁政治であったとして，憲法改正により以前の民主的な憲法を取り戻すべきだ
という意見が議会の大勢を占めるようになった。下院第 1党となったパキスタン
人民党（PPP）と，第 2党であるパキスタン・ムスリム連盟ナワーズ派（PML-N）は
選挙に先立つ2006年 5月にも民主主義再興のために憲法改正を目指す旨を記した
合意文書（民主主義憲章）を取り交わしている。
　ところが，アースィフ・アリー・ザルダーリーPPP共同議長が大統領に就任す
ると，PPPの姿勢は途端に消極的なものへと変わる。そのため2009年前半まで憲
法改正について目立った動きはなかったが，ザルダーリー大統領に対する国民の
支持が低下して議会運営にも困難が生じると，大統領も憲法改正の声に抗しきれ
なくなり，2009年 6月22日には議会内に特別委員会（委員長はミヤーン・ラザー・
ラッバーニ上院議員）を設置した。これ以降，憲法改正論議が本格化する。
　特別委員会での検討は約 9カ月間続いた。もっとも重要な論点は，大統領によ
る下院の単独解散権（第58条 2項 B），国軍最高幹部の任命権，首相の 3選禁止で
あった。これらについては早期に与野党間で合意がなされたものの，北西辺境州
（NWFP）の州名変更や，高等裁判所（最高裁，高裁，連邦シャリーア法廷）判事の
任命手続き，州政府への権限委譲等については，政党間での調整が続いた。2010
年 3月23日にようやく法案が完成し，その後，北西辺境州の改名問題に関する
PML-Nと大衆民族党（ANP）との合意を経て， 4月 2日に法案が下院に提出され
た。改正は102もの条項におよぶものであったが，特別委員会での法案検討時に
すでに多くの点で諸政党間での調整がなされていたため，議会では与野党の枠を
超えて多数の議員が賛成票を投じ，審議はスムーズに進んだ。法案は 4月 8日に
下院を通過（342議員中292議員が賛成）， 4月15日には上院を通過して（100議席中
90議席が賛成）， 4月19日に大統領が署名した。
　第18次憲法改正の主目的は大統領権限の縮小である。大統領権限のうち最大の
問題とされていた大統領単独による下院の解散権を認める条項は撤廃され，下院
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の解散には首相による助言が義務づけられた（第58条 1項）。また，州知事の大統
領による任命にも首相の助言が義務づけられ（第33条），選挙委員会委員長につい
ても，首相と野党との協議が必要になった（第218条）。さらに，統合参謀本部議
長，陸軍参謀長，海軍参謀長，空軍参謀長の大統領による任命にも，首相の助言
が義務づけられた（第243条）。こうして，これまで大統領が単独で行使できた権
限に首相の助言を義務づけることで，実質的な決定権を首相が握ることになった。
間接的には議会によるチェック機能が働くことにもなっている。
　ほかにも，大統領が非常事態宣言を発令するには上下両院による承認が必要と
なった（第232条）。高等裁判所の判事の任命にも，司法委員会による高等裁判所
判事の推薦に加えて， 8人の国会議員（上院 4人，下院 4人）からなる議会委員会
による承認が必要になる（第175条）など，議会の権限強化がはかられた。
　司法府がこれまで国軍によるクーデターを「必要性の法理」（Doctrine of Ne-
cessity）によって事後的に正当化してきたことを受けて，本改正では，憲法を一
時的に停止するなどの反逆罪にあたる行為を，いかなる裁判所も法的に有効なも
のとできない旨が規定されている（第 6条 2項 A）。また，地方政府の自律性を高
めるために州の立法権リストを見直し，2011年 6月30日までに憲法改正執行委員
会による権限委譲内容が確定するという条項が盛り込まれた（第277条 AA）。同
条改正にともなって，12月 1日には連邦政府は 5つの省（ザカート・ウシュル省，
社会福祉・特殊教育省，青少年問題省，地方自治体・農村開発省，特殊イニシア
ティブ省）の権限を地方政府に委譲した。
　同じく，憲法改正により，NWFPの名称がハイバル・パシュトゥーンフア州
（KP州）に変更された。これは，パシュトゥーン人を支持基盤とする NWFP州議
会の与党 ANPが「パシュトゥーンフア」（「パシュトゥーン人の土地」の意）への
州名変更を要求したことに端を発し，それに対して同州東部の旧ハザラ地区に支
持基盤を持つ野党 PML-Nとパキスタン・ムスリム連盟カーイデ・アザム派
（PML-Q）が多数派の民族名だけを州名に含めることに反対していた。最終的に
は同州のアフガニスタン国境にある地名を加えて「ハイバル・パシュトゥーンフ
ア」で ANPと PML-Nが合意し，州名の変更が実現した。
　議会内では広範な支持を受けた第18次憲法改正であったが，一部の反対派は21
にのぼる違憲立法審査の申し立てを最高裁に対して行った。そのうちもっとも重
要な争点は，高等裁判所判事の任命に関する第175条 Aについてである。第18次
憲法改正では，最高裁長官を委員長とする司法委員会（議長を含めて 7人で構成。
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議員は法務大臣のみ）による指名に対して，議会委員会が承認するという手続き
が定められている。さらに議会委員会委員の 3分の 2の賛成で司法委員会委員の
指名を拒否できることになっていた。この憲法条項について，最高裁は10月21日
に一時的裁判所命令を出して，最高裁長官の主導性や，議会委員会による承認拒
否に理由の開示を義務づけることなどを求めた。それを受けて議会では第19次憲
法改正のための特別委員会が設置され，同委員会は12月に改正法案を議会に提出
した。上院ではほぼ全員が賛成し，下院では 3分の 2の賛成で可決され，2011年
1月 1日に大統領が署名した。第19次憲法改正によって，高等裁判所判事任命時
の最高裁長官の主導性が明記されるとともに，司法委員会の定員が増員され，議
会委員会による指名判事拒否時の理由開示も義務づけられることになった。

国民和解令をめぐる司法政治
　2009年末に最高裁によって無効判決を受けた国民和解令（NRO）は，ザルダー
リー大統領の殺人容疑やスイスでのマネーロンダリング容疑を含む3478件の捜査
を停止する法令であった。2009年 3月，野党や法曹関係者たちを中心とした大規
模なデモで復職を果たしていたイフティハール・チョードリー最高裁長官は，こ
れまでの長官とは違って汚職問題に積極的に切り込む姿勢を見せていたため，
NROの無効判決によって政治家の訴追も時間の問題と見られていた。ところが，
2010年に入っても捜査当局の動きが鈍く，そこで最高裁は自らの職権（suo moto）
で訴訟を提起し，汚職問題の捜査を担当する国家汚職廃絶局（NAB）に NROに関
連する汚職事件の捜査を再開するよう働きかけた。
　最大の焦点はザルダーリー大統領のマネーロンダリング疑惑である。この疑惑
は，1994年から1997年の間にドバイの銀行口座からスイスの銀行口座に振り込ま
れた約1000万ドルに関するものである。口座はともに実業家アブドゥル・ラッ
ザーフ・ヤークーブが所有する貿易会社名義で，ドバイからスイスの口座に振込
が行われたのち，ザルダーリーが管理する口座に移されたとされている。ヤー
クーブは1994年12月にパキスタンへの排他的金輸入ライセンスを取得していた。
その見返りがこの1000万ドルではないかというのである。憲法により，現職大統
領は起訴が免除されるため，ザルダーリーが起訴されることはないものの，捜査
が進展すると大統領の地位が政治的に不安定になることは必至であり，また，遡
及的に大統領資格の欠格の判断が下る可能性もあって，NROにもとづく捜査再
開はザルダーリーとしてはなんとしても避けたいところであった。
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　10月には NABの新長官に元判事であるディーダール・フサイン・シャーが就
任し，NRO事件の捜査状況（150件の捜査再開）に関するレポートを最高裁に提出
したが，結局，2010年に NRO事件の捜査は本格化しなかった。
　NRO事件以外の汚職問題については，たとえば，メッカ巡礼者に対して，実
際より高い値段で宿泊施設を提供して利益を得ていたとして，宗教問題省の局長
が11月に逮捕された。それを受けてチョードリー最高裁長官は職権にもとづいて
同事件への政治家の関与疑惑の捜査を進めた。関与が疑われるハミード・サイー
ド・カーズミー宗教問題大臣（PPP）と，同相の辞任を求めたアーザム・ハーン・
スワーティー科学技術大臣（イスラーム聖職者党ファズルル・ラフマーン派
［JUI-F］）がともに12月14日に辞職している。

綱渡りの政権運営
　2008年 2月の総選挙で勝利した PPPは組閣に際して，PML-Nとその他少数政
党と連立政権を組んだが，両者はムシャッラフ時代に解任された判事たちの再任
問題と憲法改正問題をめぐって対立し，わずか 3カ月で PML-Nが連立を離脱し
ていた。ところが，2009年 3月にはチョードリー最高裁長官の復職が実現し，前
述のように2010年 4月には憲法改正によって大統領権限が縮小した。これは，ザ
ルダーリーと PPPが野党に対して妥協を強いられてきたことを意味する。
　さらに政権運営を難しくさせる法案が11月12日に上院に提出された。一般売上
税改正法案である。この法案は後述する IMFのコンディショナリティ（融資制約
条件）のなかでも政府歳入の改善に関連し，財政赤字削減のために不可欠な制度
改革であるとされた。旧一般売上税法については免除対象者が多いことや税率の
複雑さなどの欠陥が指摘されてきた。そこで，改正法案では，基本的な食料品や
慈善活動，教育，科学研究などを除いて課税対象を拡大し，その代わりに，17％
から25％まで品目によってばらつきのあった税率を15％に一元化した。これに対
して最大野党 PML-Nの指導者であるナワーズ・シャリーフは，インフレが進む
なかでの増税が国民生活をますます脅かすものとして当初から反対する姿勢を示
していた。法案は辛うじて上院を通過したものの，連立与党を組む統一民族運動
（MQM）や JUI-Fさえ，上院の採決時に反対票を投じていた。
　JUI-Fは前記のメッカ巡礼汚職疑惑で12月に同党に所属する大臣が解任された
のを受けて，連立からの離脱を決定した。表 1にあるように，この時点で与野党
攻防のキャスティング・ボートを握ったのはMQMである。同党が連立を離脱す
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ると，下院で与党議席が過半数を割り込んでしまう。だが，財政赤字を解消して
IMFからの融資を受けるためには，MQMが反対する一般売上税改正法案を通さ
なければならず，与党は厳しい状況に追い込まれた。MQMはインフレ下で一般
売上税法の改正を行うより，GDPの21％を占めながら歳入のわずか 1％しか占
めていない農業セクターへの課税を強化すべきだと主張しているが，大土地所有
者が多くを占める議員たちから支持を集めることは難しい。そうしたなか，政権
幹部は同法案の重要性を強調して野党に対しても賛成を求めているが，成果は上
がっていない。そればかりか，2011年初頭にはMQMが連立与党からの離脱を
いったん宣言し，対して PPPがシンド州議会での地方自治制度改革に関する議
論でMQMに同調しない姿勢を示したため，党首会談により再びMQMが連立に
復帰するなど，そもそも財政問題であったものが政治化しつつある。一般売上税
改正法案の下院通過は絶望的と見られている。

テロとの戦いと治安問題
　テロをはじめとした治安悪化に悩まされる状況は2010年も続いた。アメリカの
シンクタンクである国家テロ対策センター（NCTC）の統計によると，テロの件数
自体は2009年の1916件から2010年は1032件と半数近くに減少し，死者数も2671人
から1680人に減っている。パキスタン平和学研究所（PIPS）の統計でも，2009年に

表 1　下院における与野党構成（2010年12月31日）
与党 野党

党名 議席数 党名 議席数
PPP 127 PML-N 91
MQM 25 PML-Q 49
FATA/Independent 14 JUI-F 8
ANP 13 PPP-S 1
PML-F 6
BNP 1
NP 1

合計 187 合計 149
（注）　PPP：パキスタン人民党，MQM：統一民族運動，ANP：大衆民族党，PML-F：パキスタ

ン・ムスリム連盟機能派，BNP：バローチスタン民族党，NP：国民党，PML-N：パキスタ
ン・ムスリム連盟ナワーズ派，PML-Q：パキスタン・ムスリム連盟カーイデ・アーザム派，
JUI-F：イスラーム聖職者党ファズルル・ラフマーン派，PPP-S：パキスタン人民党シェー
ルパーオ派

（出所）　報道資料等にもとづき筆者作成。
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過去最高を記録したテロによる死者数3021人から，2010年は2913人とわずかなが
ら減少している。それでも，アフガニスタン，イラクに続いて世界で 3番目にテ
ロ件数，テロによる死者数ともに多い。
　内務省の情報をもとにした報道によると，テロ攻撃も自爆テロも数としては減
少したが，自爆テロによる死者数は1224人で，2009年を 7人上回った。これはひ
とつに2009年から顕著になったテロ対象の拡大が原因である。たとえば，2010年
1月 1日に NWFPバンヌーのバレーボール大会会場で起きた車両による自爆テ
ロは，100人を超える人々が犠牲になる大惨事となった。ほかにも， 7月 9日に
FATAのモーマンドの市場で自爆テロが起き，買い物客など104人が死亡した。
11月 5日には KP州の部族地域であるダッラ・アーダム・ヘールでモスクの金曜
礼拝中に自爆テロが起き，72人が犠牲になった。
　2009年から本格化した国軍による KP州と FATAでの武装勢力掃討作戦は2010
年も継続した。国軍は，FATAのオラクザイで 3月23日から武装勢力掃討作戦
「教訓を与えてやろう」を開始した。目的は2009年に同地に移ったとされるパキ
スタン・ターリバーン運動（TTP）の掃討である。物量で圧倒する国軍は，序盤か
ら作戦を優勢に進め， 5月の初旬にはオラクザイ南部の制圧に成功し， 6月 1日
にキヤニ陸軍参謀長が現地を訪問して 2日に同作戦の勝利宣言を行った。しかし，
6月以降も断続的に国軍と武装勢力との戦闘が続いており，北部とオラクザイの
西にあるクッラムにはまだ TTPをはじめとした武装勢力が残存しているといわ
れる。
　掃討作戦の成果もあり，KP州でのテロはやや減少したが，対照的にバローチ
スタン州でのテロが増加した。現在バローチスタン州がある地域には，19世紀ま
でいくつかの藩王国が存在していたこともあり，分離独立運動がずっと存在して
きた。加えて2006年からは分離運動のみならず，宗教紛争やイスラーム原理主義
によるテロ，犯罪組織の活動などで治安が悪化している。2010年，状況はさらに
悪くなった。たとえば，政府関連施設や学校などでのテロ，NATO軍用補給物資
を運搬する車列への攻撃，政府要人に対する暗殺未遂，民族間紛争などである。
アフガニスタンの NATO軍への物資供給の40％がパキスタンを経由しており，
その最短ルートがバローチスタン州を通るルートである。同ルート上でガソリン
などの補給物資を積んだ車列が繰り返し攻撃された。犯人については，TTPな
どのテロ組織による犯行という説から，犯罪組織が輸送物資の横流しを隠すため
に自作自演で車列に火を放ったとする説など諸説ある。政府要人に対するテロに
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ついては， 3月 6日にバローチスタン州の PML-N指導者が暗殺された。11月30
日には州知事の車列を狙った爆弾テロが，12月 7日には州首相を狙った自爆テロ
が発生している。ともに標的となった要人は無事だったものの，随行者に犠牲者
が出た。また，バローチ人武装勢力が他地域からの移住者を殺害する事件も頻発
しており， 1月から 7月末までだけで252人のパンジャーブ人が武装勢力に殺害
された。
　シンド州にある最大都市カラチでもMQMや ANPの政党要人を狙った殺人事
件が連続して発生している。たとえば， 8月 2日にはMQM所属のラザー・ハイ
ダル州議会議員がモスクで射殺され，この事件をきっかけに翌日にかけて暴動が
発生して35人が死亡した。事態を重く見た政府は10日に首相の仲介で PPP，
MQM，ANPとの間で10箇条の行動規範に合意させたが，そのわずか 2週間後の
23日に ANPの幹部であるアースィフ・ジャーンがカラチ市庁舎近くで射殺され
ている。 9月にはイギリス滞在中のMQM幹部イムラーン・ファールークがロン
ドンで殺害され，再びカラチで暴動が起きた。各地で政治的暴力の連鎖が止まら
ない状態にある。

経 済

2009/10年度の経済
　2009/10年度（2009年 7月～2010年 6月）のパキスタン経済は2009年後半から順
調に推移して，実質 GDP成長率は目標値であった3.3％を0.8ポイント上回る4.1％
の成長を記録した。 1人当たりの国民所得も1095ドルと前年度より39ドル増と
なった。2008年から2009年前半までの停滞から回復基調を見せた 1年だったと
いってよい。成長を支えたのは大規模製造業とサービス業だった（それぞれ GDP
の成長に対して23％と59％の貢献）。その一方で，前年度に4.0％増と伸びを見せ
た農業部門が2.0％増と低調に終わった。
　農業部門の低調には，小麦，コメ，綿花，サトウキビといった主要作物の生産
が全体で0.2％減を記録したことが影響している。具体的には，綿花の生産量に
ついては前年度から7.4％増と堅調に伸びたのに対して，サトウキビは1.3％減と，
前年度の21.7％減に比べ下げ止まったものの，回復とは到底いえない。これには
主にパンジャーブ州農村でのサトウキビからコメへの転作が影響しているといわ
れるが，そのコメも前年度の生産量695万トンからは688万トンと前年度比1.0％
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減となっている。農業部門の付加価値のうち14.4％を占める小麦は，2009/10年
度の生産量が前年度比0.7％減と伸び悩んだ。農業部門の低調の原因としては雨
の少なさと，それを補う灌漑の未整備が挙げられる。人口増加に比して灌漑の整
備が遅滞しており，農民 1人当たりの水へのアクセスは年々悪くなる一方である。
　鉱工業部門の成長率は前年度の3.7％減から5.2％増へと回復して暗いパキスタ
ン経済に光明をもたらした。2009年 8月からの好転を支えたのは大規模製造業の
伸びであった。とくに二輪を含む自動車の製造台数が31.6％増と大きく伸びた。
内訳は二輪車が58.2％増，乗用車が37％増，トラクターが27％増，バス・トラック
が16.2％増となっている。自動車の生産増に牽引されるかたちでタイヤ・チュー
ブを中心とするゴム製品が29.5％増と高い伸びを示している。また，電気製品の
生産も快調だった。エアコン（59％増），冷凍庫（36％増），冷蔵庫（17％増）を中心
に生産を拡大した結果，パキスタン製鉄所の経営危機や，電力会社の債務問題に
よる輸入原油の減少で低迷した鉄鋼製品（26.9％減）や石油製品（5.9％減）の不振に
もかかわらず，全体としては23％の成長を達成した。
　パキスタンは世界で 4番目に大きな綿の生産地であり，同時に世界で 3番目の
綿の消費国である。すでに記したように綿花の生産は2008/09年度，2009/10年度
と続けて堅調な成長を見せた。その一方で中国での綿不足による綿花・綿糸の国
際価格の上昇により，パキスタンで生産された綿糸が国際市場に流れて国内繊維
産業が原料不足に陥るという事態がここ数年続いている。2009/10年度前半には
綿糸の輸出が前年度から比べ約50％増となったため，国内繊維産業を保護すべく，
政府は2010年 1月から 1カ月当たり 5万トンの輸出割り当てを設定した。規制開
始の月に実際には 5万7000トンが輸出されたため，政府は 3月 1日から 6月30日
まではさらに低い 1カ月当たり 3万5000トンに割り当てを引き下げた。こうして
国内繊維産業の綿糸不足は多少改善されたものの，2009/10年度の原綿輸出は
141.9％増，綿糸輸出は28.96％増となり，より価格の高い国際市場へと原綿と綿
糸が流れていく傾向は今後も続くだろう。それに政府の輸出規制で対応するだけ
では限界がある。パキスタンの繊維産業は転換点を迎えている。
　2008/09年度，過去11年で最低の成長（1.6％）を記録したサービス部門は，前年
度比4.6％増へと持ち直した。卸売業，小売業の伸びが前年度比5.1％増とマイナ
ス成長からプラス成長に転換し，情報通信技術（ICT）をはじめとする運輸・通信
部門も政府の携帯電話輸入関税引き下げもあって4.5％増であった。さらに，政
府・国防部門はテロ対策支出が引き続き伸びて，前年度比7.5％増とサービス部
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門内でもっとも高い成長を見せた。
　輸出は247億8000万ドルで，前年度の232億2700万ドルに比べ6.7％増と，2007/ 
08年度の水準を回復した。成長を支えたのはコメ（非バスマティ米），綿糸，綿花，
果物，野菜といった農業生産物である。とくに，綿糸の中国向け輸出の需要が伸
び，年間14億1720万ドルと2009年から前年度比27.1％増という高い成長率を記録
した。加えて興味深いのはコメである。非バスマティ米の輸出は2009/10年度に
13億1790万ドルと前年度比44.4％増で，その額は綿糸に匹敵する。主な輸出先は
インド，フィリピン，ケニアであり，ほかにもソマリア，ニジェール，ナイジェ
リア，カメルーン，ウガンダへの輸出が増え，今後のアフリカ市場への期待が広
がっている。繊維製品輸出も金融危機からの需要回復を示すアメリカ，イギリス
向けの輸出が持ち直し，さらに中国での綿不足，国内の綿花生産の増大および，
パキスタン・ルピーの対ドルレートの低位安定といった要因で伸びた。
　輸入は前年度を3.5％下回って378億8000万ドルとなった。輸入が急増した品目
としては石油製品がある。輸入額は69億1650万ドル，前年比25.4％増であった。
国内の石油製品業者が資金繰りの問題によって精製工場の稼働を一部停止してお
り，それが石油製品の輸入増につながったものと見られる。事実，ディーゼル油，
燃料油，ガソリンといった石油製品の国内生産量は軒並み落ち込んでいる。ほか
に輸入が増えた品目としては，船舶解体業の需要増加の恩恵を受けた航空機，船
舶，小型船（33.8％増），組み立て部品（CKDおよび SKD）を中心とする自動車
（30.9％増），農業部門の成長に引っ張られるかたちで大幅に伸びた肥料（65.3％
増）などがある。一方で，2007/08年度，2008/09年度に高い水準を示した食料品
の輸入については，国内の小麦生産が好調だったこともあり，輸入額が10億7860
万ドルから 4億800万ドルへと半分以下に低下した。
　この結果，2009/10年度の貿易収支は131億ドルの赤字になった。貿易収支赤字
は，2007/08年度の214億2700万ドル，2008/09年度の160億800万ドルからさらに
減ったが，水準としては2006/07年度に戻った程度である。依然として貿易赤字
がパキスタン経済の主要な問題のひとつであることに変わりはない。
　海外労働者からの送金は 5年連続で成長を記録し，総額89億ドルで前年度比
14.0％増と伸びた。前年度もっとも多かったアメリカからの送金は17億7130万ド
ルと2009年とほぼ同水準であったのに対して，アラブ首長国連邦からの送金額が
20億3890万ドルと前年度比20.7％増，サウジアラビアからの送金が19億1790万ド
ルと23.0％増の高い伸びを示し，それぞれシェアの 1位と 2位になった。イギリ
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スからの送金も 8億7600万ドルで前年度比44.7％増である。この結果，貿易収支，
所得収支，移転収支を合わせた経常収支は，34億9500万ドルの赤字となった。こ
れは，2007/08年度の138億7400万ドルのピークに比べると約100億ドルの改善で
あり，前年と比べても37.7％減少している。
　消費者物価指数（CPI）の上昇率で見た2009/10年度の物価上昇は11.7％で，高い
インフレに悩まされた前年度（20.3％）に比べると安定した水準であった。理由と
しては，継続的な金融引き締め政策，緊縮財政，国際的商品価格の低下，国内食
料生産の持ち直しなどが挙げられる。下半期には燃料関連の補助金削減によって
インフレ期待が高まったため，中央銀行は2010年 8月に0.5ポイントの政策金利
（ 3日物レポ･レート）の利上げを実施し，公定歩合は13.0％に上昇した。

2010/11年度上半期の経済―インフレ再び
　2010/11年度上半期（2010年 7～12月）はパンジャーブ州，KP州を中心に起きた
未曾有の大洪水という幸先の悪い幕開けとなった（洪水については後述）。洪水に
よって約1700万エーカーの耕地が失われ，家畜の犠牲は数十億頭とされる。その
影響は農業生産と物価にあらわれた。カリーフ期（雨期）の主要作物である綿花と
コメの生産量は，政府の目標値のそれぞれ17.5％，42.0％と大きく下回った。
　大洪水による穀物生産の低下と，食料品の国際価格の上昇，政府財政赤字の中
央銀行借入などのためインフレが進んだ。消費者物価上昇率は2010/11年度上半
期で14.6％と，前年度同期の10.3％から4.3ポイント加速した。53の日用品からな
る生活必需品物価指数（SPI）は，19.3％上昇と高い値を示し，これは前年度同期
比8.3ポイントの加速である。CPIでも食料品とエネルギー関連製品を除いた上
昇率は10％を切っており，現在のインフレが市民生活に負のインパクトを与えて
いることがわかる。インフレを受けて政府は 9月30日に政策金利を13％から
13.5％へ0.5ポイント引き上げ，11月30日にはさらに0.5ポイントの追加利上げを
実施した。
　前年度の成長を支えた大規模製造業は，2010/11年度第 1四半期には1.5％減と
マイナス成長になった。部門別では，繊維産業が6.7％減，石油製品が17.0％減と
低迷した。好調を維持したのは自動車部門で，18.3％増と高い成長を記録した。
　経常収支は2010/11年度上半期は2600万ドルの黒字となった。これは前年度同
期に記録した25億7000万ドルの赤字から見れば大幅な改善である。貿易収支は依
然として赤字だが，輸出が111億2500万ドルで前年度比19.4％増と伸びを示して
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いる。輸出を牽引したのはコメで，バスマティ米，非バスマティ米それぞれ前年
度同期比9.8％増，28.1％増となった。綿製衣料品，ニット衣料品，寝具用リネン
などの繊維製品も好調で，前年度同期比17.8％増と成長した。サービス収支も改
善した結果，サービス収支を含む貿易赤字は60億8050万ドルと前年度から21.5％
減少した。
　貿易赤字を相殺したのが海外送金である。2010/11年度上半期に52億9100万ド
ルを記録し，前年度同期の45億3000万ドルに比べ16.8％増えた。海外労働者の増
加が続いたのに加えて，2009年10月から中央銀行，財務省，在外パキスタン人省
が立ち上げた「パキスタン送金イニシアティブ」により，公的な送金網が整備さ
れたことも影響していると見られる。
　パキスタン・ルピーは2010年 1月 2日付の 1ドル＝84.4ルピーに対し，同年12
月31日時点で 1ドル＝85.6ルピーと年間を通じて安定していた。
　2010/11年度政府予算が 6月に成立した。総額は 2兆7644億ルピー（経常支出 2
兆7640億ルピー，開発支出7870億ルピー）である。これは前年度の予算額を約
3000億ルピー上回る。予算演説では，本予算の目的として 7点が挙げられた。
（1）経済状況の回復，（2）インフレの抑制，（3）自律性の達成，（4）社会保護の強化，
（5）公的セクターの削減，（6）失業対策，（7）投資環境の整備，である。
　歳入面では，税収の対 GDP比を現行の9.5％から10％を超える水準にすること
を目指し，財政再建のための税制改革案が盛り込まれた。柱は一般売上税の改正
で，税率や免除の点で不平等な課税となってきた従来の制度を，貧困層向けの保
健，教育，食料等をのぞくすべての商品・サービスに対して一元的に15％の課税
を行うものに2010年10月 1日までに変更することが提案された（「国内政治」で既
述）。ほかにもタバコに対する課税の強化や天然ガスやエアコン・冷凍庫への課
税，特定の目的・利益のために結成される団体に対する税率引き上げ，輸入業者
への源泉税率引き上げ（ 4％から 5％）などがある。さらに，政府はこれまで直接
税の対象となっていなかったサービス業へも課税対象を広げる姿勢を見せた。政
府の税収目標は約 1兆7787億ルピーで，この数字は前年度の目標より21％高い野
心的なものである。
　歳出面では，IMFの融資条件を満たすために電気料金の見直しや，肥料への
政府補助金の削減が盛り込まれた。IMFの融資条件である財政赤字の対 GDP比
率 4％という目標をどのように達成するかが課題であった。しかし，北西部で続
く武装勢力の掃討作戦が国防費の増大を招き，また，連邦政府職員に対して，基
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本給の50％にあたる額を毎月の給与に加算することや，医療費補助，年金の増額
などが盛り込まれたため，歳出総額は前年度の3781億ルピーから16.9％増の4422
億ルピーとなった。

大洪水
　2010年 7月からの未曾有の降雨による洪水がインダス川流域，地域としては，
KP州，シンド州，パンジャーブ州，バローチスタン州で発生した。 7月の月間
降雨量は，たとえばイスラマバードで383ミリ（通常平均305.3ミリ），パンジャー
ブ州のファイサラバードで244ミリ（通常平均117ミリ），ラホールで308ミリ（通常
平均308ミリ），マリーで579ミリ（通常平均364.1ミリ）など 6つの地域で月間降雨
量の最高を記録した。KP州でも10地域で月間最高降雨量を記録し，ペシャーワ
ルでは402ミリと，通常の月間降雨量46.1ミリを大きく上回った。全国土の約
15％にあたる13万2000平方キロメートルが洪水によって何らかの被害を受けた。
　パキスタン政府によると，洪水による死者は1767人（死者数がもっとも多いの
は KP州で1156人），負傷者は2994人，洪水で流されるなど被害を受けた家屋は
191万棟におよんだ。被災者数は全人口の約10分の 1にあたる約2000万人とされ
る。経済的な影響も大きく，世界銀行の推計では1700万エーカー（ 6万9000平方
キロメートル）の農地が浸水し，国際労働機関（ILO）によると，530万人以上の
人々が洪水で職を失った。最終的な被害総額は，世界銀行とアジア開発銀行の推
計によれば約97億ドルにのぼる。2004年に南アジア，東南アジアを襲ったインド
洋津波や2009年のハイチでの地震と比べて死者数は少ないものの，その長期的な
被害の甚大さから，潘基文国連事務総長は今回の洪水を「スローモーションの津
波」と表した。洪水被害に対する支援のために，国連は中央緊急対応基金から
1000万ドルの拠出を決定し， 8月に国連総会特別会合を開催して 4億5900万ドル
の支援を各国に要請した。さらに 9月17日には約15億9400万ドルの追加支援を要
請している。支援要請額としては国連史上最高額となった。国際社会の反応は早
く，アメリカは 1億5000万ドル，EUは 1億8000万ドル，イギリスは 1億ドルの
支援を表明した。被災後 2カ月でもっとも多い支援額を約束したのはサウジアラ
ビアで，その額は約 2億4000万ドルにのぼった。日本も1440万ドルの支援を表明
するとともに，パキスタン政府の要請にもとづいて，国際緊急援助隊派遣法によ
り自衛隊のヘリコプター部隊（約460人）や国際緊急援助隊・医療チームを派遣し
た。被災から約半年たった2011年 2月 2日時点で総額22億5316万ドルの支援が各
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国，国際機関，NGOなどから国連に拠出された。

IMF 融資
　2008年11月に IMFはパキスタンに対して総額76億ドルのスタンドバイ融資の
実施を決定した。2009年 8月には追加融資と期間延長が決まり，合計113億ドル
の融資が2010年12月30日までに実施される予定であった。
　2010年 5月に IMFによる第 4回レビューが行われた。レビューでは，政治お
よび安全保障面でのリスクが依然として高いものの，2009/10年度の GDP成長率
が政府目標を上回る見込みで，一般的な経済状況は改善していると評価された。
構造改革については，全体的な遅れを指摘しつつも，一般売上税改正法案の国会
上程など改革の進展を認めた。結局，パキスタン政府は中央銀行国内総資産や政
府の中央銀行借入れなどで量的パフォーマンス基準を達成できなかったものの，
そうした未達成が一時的なものであり，今後改善策が講じられる見込みが高いと
して，第 5トランシェにあたる 7億6670万 SDR（約12億ドル）の融資が認められた。
　その後，洪水による被害やインフレの進行などで経済状況は目に見えて悪化し
ており，加えて，一般売上税法改正や電力セクター改革が遅々として進まないた
めに財政赤字削減幅が基準値である対 GDP比4.7％に届かないことはほぼ確実と
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なった。そこでパキスタン政府は2010年 9月に予定されていた第 5回レビューを
回避して融資期間の 9カ月延長を求め，12月に IMFに承認された。これにより，
融資期間の終了日が2010年12月31日から2011年 9月30日に変更になった。しかし
ながら，財政改革が進む目処はたっておらず，このままでは残っている第 6，第
7トランシェ（それぞれ約11億5000SDR［約18億ドル］）の融資が履行されない可
能性が高い。

対 外 関 係

対米関係
　2008年から本格化した CIA等による FATAを中心とした無人偵察機の越境爆
撃は，パキスタン国民の根強い反発にもかかわらず，2010年にはさらに増加した。
アメリカのシンクタンクである新アメリカ財団（NAF）によると，爆撃の回数が
2009年は53回，2010年は118回と 2倍以上に増えている。犠牲者数も推計の平均
で546人から794人に増え，そのうち，90％以上が民間人であるという報道もある。
　越境爆撃による2010年の成果としては， 1月にパキスタン・ターリバーン運動
（TTP）の指導者であるハキームッラー・メスードが負傷した。 2月には外国籍の
アル・カーイダ指導者であるシェイフ・マンスールが死亡，また，2006年の在カ
ラチ・アメリカ総領事館爆破事件の首謀者であるターリバーン司令官モハンマ
ド・カーリー・ザファルも死亡した。 9月にはアル・カーイダの司令官シェイ
ク・ファテー・アル・ミスリー殺害にも成功した。
　パキスタン政府は，当初から越境爆撃が主権の侵害にあたり，また国民の反米
感情を刺激するものとして不快感を示してきた。国際法的にもアメリカの戦略を
問題視する声があがり， 5月に国連人権委員会に提出されたレポートには，「ア
メリカが（爆撃によるテロリストへの攻撃も含む）標的殺人の正当性を担保すると
考える国際法上のルールを公にすべき」（カッコ内筆者）との提言がある。爆撃被
害者による国際刑事裁判所などへの告訴も取りざたされており，12月には CIA
のイスラマバード支局長が，爆撃被害者による国内訴訟の被告となったために，
パキスタンから退去するという事件が起きた。
　パキスタンの主権を無視しているととられかねないアメリカ政府の姿勢の背景
には，パキスタン政府が「テロとの戦い」を十分に実施していないという不満が
あるのだろう。バラク・オバマ米大統領は，2010年10月のインド訪問時に，「イ
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スラーム過激派の根絶のために，我々はパキスタン政府とともに行動しなければ
ならない」としながらも，パキスタン政府による「テロとの戦い」の「進展が
思ったほど早くない」と不満を表明した。パキスタンにおける「テロとの戦い」
を強化すべく，アメリカ政府は10月22日に 5年間で20億ドルの軍事援助の実施を
発表した。直後の電話会談でオバマ大統領とザルダーリー大統領は両国がより強
固，戦略的かつ協力的な関係を築くことで合意したとされる。2009年のケリー・
ルーガー法（パキスタンとのパートナシップ強化に関する法律2009）以来，民生部
門での援助にもアメリカ政府は力を入れており， 7月19日にイスラマバードで開
催された第 2回パ・米戦略対話で 5億ドルの民生支援を表明した。

対中関係
　2010年はパキスタン・中国関係が一層の深化を見せた年である。海外からの投
資が伸び悩むなかで中国から援助と投資を呼び込みたいパキスタンと，パキスタ
ン領土を通ってアラビア海に直接抜けるルートを確保することでインドリスクを
軽減したい中国との利害が一致していることがその背景にある。
　 7月 6日から11日までザルダーリー大統領が北京を訪問した。 7日に大統領は
胡錦濤国家主席と会談を行い，テロ対策や貿易と経済協力の拡大について議論し，
農業，保健，司法，メディア，技術に関する 6つの合意文書に署名した。テロ対
策について，胡国家主席は「両国はともにテロの被害者である」とし，実施中の
対テロ共同軍事演習「フレンドシップ2010」以降も協力を継続することを約束し
た。 9日には総額約700万ドルにのぼる 4つの覚書が結ばれ，そのうちの 2つは
ギルギット＝バルチスタンにあるスカルドゥとジャグロートをつなぐ165キロ
メートルの高速道路建設と，同じくギルギット＝バルチスタンのサーズィンと
KP州のターコートとをつなぐ135キロメートルの高速道路建設プロジェクトに
関するものであった。大統領は実業界の要人とも交流し，彼らに対して深刻な電
力不足にあるパキスタンの現状を伝えるとともに，原子力発電も含めた電力部門
への投資を求めた。
　12月17日から19日まで温家宝首相がパキスタンを訪問した。イスラマバードの
市街幹線路に温首相の写真が飾られるなど，終始歓迎ムードのなかでの訪問と
なった。総工費50億ルピー，建設期間 5年をかけて完成したパキスタン・中国フ
レンドシップセンターの除幕式がとり行われ，その後，ギーラーニー首相と温首
相の首脳会談が行われた。エネルギー，鉄道輸送，建設，農業，文化などの分野
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で総額200億ドルにのぼる13の合意文書に署名した。今後 5年間で36のプロジェ
クトを中国が支援することが表明された。さらに，洪水被害からの復興のために
約 2億2900万ドルの無償資金協力と， 4億ドルの借款も合意文書に盛り込まれて
いる。会談では， 1 GW級の原子力発電所建設についても話し合われたといわれ
る。

対アフガニスタン関係
　「テロとの戦い」に関する話題が多いパキスタンとアフガニスタンであるが，
2010年は経済面で大きな出来事があった。 7月18日にイスラマバードでアメリカ
のヒラリー・クリントン国務長官同席のもと，新パキスタン・アフガニスタン・
トランジット貿易協定（APTTA）に両国が合意したのである（その後，10月28日に
正式調印）。2011年 2月に予定されている同協定の発効により，アフガニスタン
からパキスタンのカラチ港，グワーダル港への物資輸送，およびラホール近郊の
ワーガー国境を通って陸路でインドに物資輸送を行うことが可能になる。この協
定については二国間で2009年12月末までに署名することで一度合意されていたが，
インドとの陸路貿易に対してパキスタン国内に反対論があり，期限が延期されて
いた。本協定によりパキスタン，アフガニスタン，インド 3カ国間での貿易の拡
大が見込まれている。

対インド関係
　2000年代に入って次第に友好的になっていったパキスタン・インド関係は，
2008年11月に166人の犠牲者を出したムンバイ・テロ事件によって急速に悪化し
た。2004年以来， 5度行われていた信頼醸成措置による包括的対話もそれ以来は
開催されていない。2010年も両国間関係に大きな変化は起きなかった。しかし，
雪解けムードはあり， 4月29日にギーラーニー首相とマンモハン・シン印首相は
ブータンでの首脳会談で，ムンバイ・テロ以来延期されてきた複合的対話再開で
合意した。2011年に入って 2月22日に， 7月からインドで複合的対話を再開する
ことが両国間で合意された。背景には両国の緊張緩和を求めるアメリカ政府の圧
力があったと見られている。
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2011年の課題
　2011年はザルダーリー政権の命運がかかった年になるだろう。議会では一般売
上税改正法案，議会外では司法府主導による汚職捜査など，政権を揺さぶる火種
は多い。政権運営をあやまれば連立与党の過半数割れの可能性もあり，大統領と
首相のリーダーシップが問われる。テロをはじめとした治安問題は泥沼の様相を
呈しており，少しでもテロの件数と死者数を減らすことが望まれる。それなくし
て経済社会の安定はありえない。
　経済面ではインフレが最大の懸念材料である。IMFの構造調整による補助金
削減や公共料金の値上げなどがインフレを加速させており，その結果，融資条件
をクリアするための税制改革等についての政治的合意が形成できない。インフレ
抑制のために中央銀行が高金利を維持し，それが経済成長の頼みの綱である大規
模製造業の成長を阻害すれば，ますます経済状況は悪化してしまう。2011年のパ
キスタン経済を楽観視することは難しい。
　対外関係ではアメリカによる越境爆撃への対処が政権には求められる。アメリ
カがいかに支援を拡大しても，国内の反米感情が高まってはその意義は減じてし
まうだろう。すでに2011年に入って米外交官拘束事件が起き，両国関係は軋んで
いる。また，2011年 7月に米軍のアフガニスタンからの撤退が始まる。それがパ
キスタンの治安にどういう影響を及ぼすのか注目される。経済的には，ますます
中国への依存が高まるものと見られ，電力部門などインフラ面での中国による支
援を有効に活用して国内の経済状況改善をめざしたいところである。対インド関
係では約 3年ぶりに包括的対話が再開される予定である。ムンバイ・テロ事件以
降冷え込んだ両国関係の改善を期待したい。

（地域研究センター）



544

1 月 1 日 ▼北西辺境州（NWFP）のバンヌのバ
レーボール大会会場で自爆テロ。105人死亡。

▼綿糸輸出に 1カ月当たり 5万㌧の割り当て。
3 日 ▼ NWFPのハングで元州政府大臣が

爆弾による襲撃で死亡。
4 日 ▼北方地域フンザで大規模な地すべり。

13人死亡。
6 日 ▼北ワジーリスタンでアメリカ中央情

報局（CIA）による越境爆撃。35人死亡。
13日 ▼北ワジーリスタンで CIAによる越

境爆撃。15人死亡。パキスタン・ターリバー
ン運動（TTP）指導者 H・メスードが負傷。
15日 ▼政府，最高裁に国民和解令（NRO）
違憲判決の見直しを求める訴状を提出。

▼北ワジーリスタンで CIAによる越境爆
撃。15人死亡。
16日 ▼アフガニスタン・イラン・パキスタ
ン 3カ国外相会談。共同声明に署名。
17日 ▼南ワジーリスタンで CIAによる越

境爆撃。ターリバーン指導者シェイフ・マン
スールを含む20人が死亡。
25日 ▼ザルダーリー大統領，イスタンブー
ルでの第 4回トルコ・パキスタン・アフガニ
スタン 3カ国首脳会議に出席（～26日）。
29日 ▼北ワジーリスタンで CIAによる越

境爆撃。15人死亡。
30日 ▼ NWFPのハーで自爆テロ。16人死亡。
2 月 1 日 ▼カラチで民族間衝突。26人死亡。
5 日 ▼カラチで小型バスを爆破するテロ。

13人死亡。
9 日 ▼ラーワルピンディで元下院議員が襲

撃を受ける。 3人の護衛が死亡。本人は無事。
10日 ▼連邦直轄部族地域（FATA）のハイバ

ルで治安関係者に対する襲撃と自爆テロ。15
人死亡。
11日 ▼ NWFPのバンヌで自爆テロ。12人

死亡。
13日 ▼最高裁長官，大統領によるラホール

高裁判事人事案を長官との協議不足で拒否。
17日 ▼ NWFPのコヒスタンで雪崩。100人

以上死亡。

▼大統領，判事の新人事に署名（最高裁判
事 3人，ラホール高裁判事補22人，シンド州
高裁判事補 9人）。
18日 ▼ FATAのハイバルの市場で爆弾テロ。

30人死亡。
20日 ▼ NWFP政府，同州内の地方政府の
解体と地方政府選挙の実施を決定。
24日 ▼下院補欠選挙（第55選挙区：ラーワ
ルピンディ）でパキスタン・ムスリム連盟ナ
ワーズ派（PML-N）候補者が勝利。
28日 ▼ S・F・A・タリーン財務大臣が辞任。
3 月 1 日 ▼イスラマバードで第 2回パキスタ
ン・アフガニスタン政治対話。

▼ 4カ月ぶりにパキスタン・イラン国境が
開通。

▼綿糸輸出の割り当てが 5万㌧から 3万
5000㌧に引き下げ。
5 日 ▼ NWFPのハングで爆弾テロ。12人

死亡。
6 日 ▼バローチスタン州で同州 PML-N指

導者が暗殺。
8 日 ▼ラホールで自爆テロ。13人死亡。
10日 ▼カルザイ・アフガニスタン大統領が

来訪（～11日）。首脳会談。

▼下院補欠選挙（第123選挙区：ラホール）
で PML-N候補者が勝利。

▼ラホールで自爆テロ。45人死亡。
17日 ▼全国的な電力不足で10時間から20時
間の停電。
18日 ▼ A・H・シャイーク元民営化投資大

臣が財務担当首相顧問と財務大臣に就任。

重要日誌 パキスタン　2010年
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19日 ▼イスラマバードで公共交通機関の値
上げに反対するデモが発生。
23日 ▼国軍，FATAのオラクザイで軍事作
戦「教訓を与えてやろう」を開始。
24日 ▼ワシントン DCでパ・米戦略対話実

施。外相，陸軍参謀長出席。
29日 ▼ラホール高裁，A・Qカーン博士に

条件付きで移動の自由を認める。
30日 ▼最高裁，国家汚職廃絶局（NAB）に
24時間以内に NROにより停止していた事件
の捜査再開を命令。

▼トルコのギュル大統領，来訪（～ 4月 2
日）。
4 月 2 日 ▼第18次憲法改正法案が下院に上程。
5 日 ▼ NWFPの下ディールの政治集会で

自爆テロ。43人死亡。
8 日 ▼下院，第18次憲法改正案を可決。
12日 ▼首相，ワシントンでの核安全保障サ
ミットに出席（～13日）。
15日 ▼上院，第18次憲法改正案を可決。
16日 ▼バローチスタン州クエッタの病院で

自爆テロ。10人死亡。
17日 ▼ NWFPのコハートで 3件の自爆テ
ロ（～18日）。58人死亡。
19日 ▼ペシャーワルで 2件の自爆テロ。23
人死亡。

▼大統領，第18次憲法改正案に署名。

▼首相，フランスを訪問（～20日）。サルコ
ジ大統領と会談。
22日 ▼ハイバル・パシュトゥーンフア州

（KP）のチャルサッダで元議員が射殺。
28日 ▼首相，ブータンを訪問（～29日）。第
16回南アジア地域協力連合（SAARC）首脳会
議に出席。29日にはシン印首相と会談。
5 月11日 ▼北ワジーリスタンで CIAによる
越境爆撃。24人死亡。
15日 ▼ハイバル区域で CIAによる越境爆

撃。15人死亡。
18日 ▼デラ・イスマイ・カーンの警察署近

くで爆弾が爆発。12人が死亡。
20日 ▼カラチで民族間の衝突。23人死亡。
28日 ▼ラホールでアフマディ派の 2つのモ
スクに襲撃と自爆テロ。合わせて95人死亡。
6 月 1 日 ▼首相，ベルギーを訪問（～ 5日）。4
日に第 2回パキスタン・EU首脳会議に出席。
2 日 ▼国軍，オラクザイでの軍事作戦の勝

利を宣言。
7 日 ▼外相，イスタンブールでのトルコ・

パキスタン・アフガニスタン外相会議に出席。
9 日 ▼張徳江中国副総理，来訪（～10日）。

大統領，首相らと会談。
10日 ▼大統領，ウズベキスタン訪問（～11

日）。第10回上海協力機構（SCO）会合に出席。
11日 ▼アフガニスタン国境で CIAによる
越境爆撃。15人死亡。
12日 ▼ N・アーサン NAB長官が辞職。
13日 ▼政府，イランとのガスパイプライン

供給取り決めに合意。
15日 ▼選挙管理委員長，地方選挙の2010年
内実施延期を発表。
19日 ▼ホルブルック米アフガニスタン・パ

キスタン特別代表が来訪（～20日）。
24日 ▼イスラマバードでパキスタン・イン

ド外務次官級協議。

▼最高裁，選挙管理委員会に議員の学歴詐
称に関する調査を指示。
25日 ▼2010/11年度連邦政府予算が成立。
26日 ▼イスラマバードで SAARC内務大臣
会合が開催。

▼アメリカからパキスタンに F16戦闘機 3
機引渡し。
28日 ▼ハイダラバードで爆弾テロ。18人死亡。
7 月 1 日 ▼ラホールの神秘主義イスラーム寺
院で自爆テロ。42人死亡。
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6 日 ▼大統領，中国を訪問（～11日）。経済，
資源開発，テロ対策で関係強化。
9 日 ▼ FATAのモーマンドで自爆テロ。

104人が死亡。
14日 ▼クエッタで H・S・バローチ元上院
議員が射殺。
15日 ▼インドのクリシュナ外相，来訪（～
16日）。外相会談。
17日 ▼ FATAのクッラムで乗用車が武装し

た人々に襲われる。16人死亡。
18日 ▼新パキスタン・アフガニスタン・ト

ランジット貿易協定（APTTA）に両国が合意。
19日 ▼イスラマバードで第 2回パ・米戦略
対話。アメリカは 5億㌦の民生支援を表明。
22日 ▼政府，キヤニ陸軍参謀長の 3年間の
任期延長を発表。
24日 ▼ペシャーワルで州大臣の息子が射殺。

▼南ワジーリスタンで CIAによる越境爆
撃。16人死亡。
28日 ▼エアブルー社旅客機がマルガラ丘陵

で墜落事故。乗客乗員152人全員が死亡。
29日～ ▼インダス川流域を中心に大洪水発
生。死者約1800人，被災者約2000万人。
8 月 2 日 ▼統一民族運動（MQM）所属のラ
ザ・ハイダール州議会議員がカラチのモスク
で射殺。翌日にかけてカラチで暴動発生。35
人死亡。
3 日 ▼大統領，フランスを訪問（～ 5日）。

サルコジ大統領と会談。
6 日 ▼大統領，イギリスを訪問（～ 8日）。

キャメロン首相と会談。
10日 ▼首相の仲介で，パキスタン人民党

（PPP），MQM，アワミ国民党（ANP）間で治
安回復に向けた10箇条の行動規範に合意。
14日 ▼バローチスタン州で武装勢力による

攻撃。16人死亡。
15日 ▼潘基文国連事務総長，来訪（～16日）。

シンド州の洪水被災地を視察。
17日 ▼大統領，ロシア訪問（～18日）。ソチ
でのロシア・アフガニスタン・タジキスタ
ン・パキスタン首脳会議に出席。
23日 ▼シンド州政府，洪水被災を理由に次
期地方政府選挙を無期限延期。

▼ ANP幹部 A・ジャンがカラチで射殺。

▼ FATAのワナのモスクで自爆テロ。24人
死亡。
9 月 1 日 ▼ラホールのシーア派行事中に爆弾
テロ。30人死亡。
3 日 ▼クエッタのシーア派行事で自爆テロ。

73人死亡。
▼北ワジーリスタンで CIAによる越境爆

撃。15人死亡。
6 日 ▼ KP州のラッキ・マルワットで自爆

テロ。19人死亡。
7 日 ▼ハリウッド女優アンジェリーナ・

ジョリーが洪水被災地を訪問。

▼ KP州のコハートで自爆テロ。21人死亡。
15日 ▼カルザイ・アフガニスタン大統領，
パキスタンを訪問（～16日）。大統領，首相，
陸軍参謀長などと会談。
16日 ▼ MQM幹部 I・ファルークがロンド

ンで殺害。カラチで暴動。
18日 ▼パキスタン・ムスリム連盟カーイ

デ・アーザム派（PML-Q）とパキスタン・ム
スリム連盟機能派（PML-F）が統合を発表。
21日 ▼南ワジーリスタンで CIAによる越

境爆撃。16人死亡。
25日 ▼ A・Q・K・ジャトイ軍需産業大臣

が辞任。

▼北ワジーリスタンで CIAによる越境爆
撃。アル・カーイダ司令官 S・ファテー・ア
ル・ミスリーが死亡。

▼2008年のデンマーク大使館爆破事件の容
疑者 3人が証拠不十分で無罪判決。
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30日 ▼中央銀行（SBP），政策金利を13％か
ら13.5％に引き上げ。
10月 1 日 ▼ムシャッラフ前大統領，全パキス
タン・ムスリム連盟（APML）の設立を発表。
2 日 ▼北ワジーリスタンで CIAによる越

境爆撃。17人死亡。
8 日 ▼カリド・シャミーン・ワイン陸軍大

将，統合参謀本部議長に就任。

▼ D・シャー元判事が NAB長官に就任。

▼トルカム国境ルートを11日ぶりに再開。
12日 ▼トルコのエルドアン首相，来訪（～
13日）。大統領，首相と会談。洪水被災地を
訪問。
17日 ▼シンド州議会補欠選挙でMQM候補
者が当選。前後にカラチで暴動。22人死亡。

▼シンド州知事，カラチでの補欠選挙時の
治安悪化などの責任をとって辞任。
20日 ▼ワシントンでパ・米戦略対話（～22日）。

▼カラチで民族間の衝突。16人死亡。
22日 ▼アメリカのクリントン国務長官，20

億㌦の軍事支援を発表。
29日 ▼ PML系 4党派（PML-F，PML-Q有
志，PML-Z，PML-A）の指導者が統一ムスリ
ム連盟（MML）結成を発表。
11月 5 日 ▼ KP州のダッラ・アーダム・ヘー
ルで自爆テロ。72人死亡。
11日 ▼大統領，中国広州を訪問（～13日）。

▼カラチの犯罪捜査局で自爆テロ。20人死亡。
12日 ▼政府，一般売上税（GST）改正法案と

洪水法案を議会に提出。
16日 ▼北ワジーリスタンで CIAによる越

境爆撃。20人死亡。
19日 ▼ペシャーワルで NATO軍用補給車
両10台が攻撃を受ける。

▼パキスタン女子クリケットチーム，広州
アジア競技大会で優勝。
25日 ▼首相，タジキスタン訪問（～26日）。

ドゥシャンベでの SCOに出席。
27日 ▼大統領，スリランカを訪問（～30日）。
農業，関税支援，査証免除，文化など 4つの
合意文書に署名。

▼ GST改正法案，上院を通過。
30日 ▼ SBP，政策金利を13.5％から14％に

利上げ。

▼バローチスタン州で州知事の車列を狙っ
た爆弾テロ。知事は無事。
12月 1 日 ▼政府，地方分権の第 1段階として
連邦 5省の権限を州政府に委譲。
2 日 ▼大統領，クリントン国務長官と電話

会談。ウィキリークスが両国に悪影響をもた
らすものではないことを確認。
4 日 ▼首相，アフガニスタンを訪問（～ 5日）。
6 日 ▼首相，トルコを訪問（～ 8日）。 7日

にエルドアン首相と首脳会談。

▼モーマンドで 2件の自爆テロ。50人死亡。
7 日 ▼クエッタでバローチスタン州首相を

狙った自爆テロ。州首相は無事。
8 日 ▼コハートで自爆テロ。19人死亡。
10日 ▼ KP州のハングにあるシーア派経営
病院で自爆テロ。16人死亡。
13日 ▼ホルブルック・米アフガニスタン・

パキスタン特別代表が死去。
14日 ▼メッカ巡礼汚職問題で宗教問題大臣

と科学技術大臣辞職。

▼イスラーム聖職者党ファズルル・ラフ
マーン派（JUI-F），宗教問題大臣の辞職を受
けて連立政権からの離脱を決定。
17日 ▼温家宝中国首相，来訪（～19日）。大
統領らと会談。

▼ FATAのハイバルで CIAによる越境爆
撃。60人死亡。
21日 ▼第19次憲法改正案，下院を通過。
27日 ▼首相，オマーンを訪問（～28日）。
30日 ▼第19次憲法改正案，上院を通過。
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　 1 　国家機構図（2010年12月末現在）
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　 2 　政府等主要人物（2010年12月末現在）

　 1 ．大統領 Asif Ali Zardari（PPP）1）

　 2 ．連邦政府閣内大臣
首相 Syed Yousaf Raza Gillani（PPP）
商業（上席大臣）
 Makhdoom Amin Fahim（PPP）
逓信 Dr. Arbab Alamgir Khan（PPP）
文化 Aftab Hussai Shan Jilani（MNA）
国防（上席大臣）
 Chaudhry Ahmad Mukhtar（PPP）
軍需産業 Mekhdoom Shabuddin（PPP）
経済問題・統計 Dr. Abdul Hafeez Shaikh
教育 Sardar Aseff Afmed Ali（PPP）
環境 Hameed Ullah Jan Afridi（FATA）2）

財務 Dr. Abdul Hafeez Shaikh
外務
 Makhdoom Shah Mehmood Qureshi（PPP）
食糧・農業 Nazar Muhammad Gondal（PPP）
保健 Makhdoom Shahabuddin（PPP）
住宅・公共事業 Rehmatullah Kaker（JUI-F）3）

人権 Syed Mumtaz Alam Gilani（PPP）
工業・生産 Hazar Khan Bijarani（PPP）
情報・放送 Qamar Zaman Kaira（PPP）
情報技術・通信
 Sardar Aseff Ahmad Ali（PPP）
内務 A. Rehman Malik
州間調整 （空席）
カシミール問題・ギルギット＝バルチスタン
 Mian Manzoor Ahmad Wattoo（PPP）
労務・人材
 Syed Khursheed Ahmed Shah（PPP）
法務・司法
 Dr. Zaheeruddin Babar Awan（PPP）
畜産・酪農 Mir Humayun Aziz Kurd（PPP）
少数民族 Shahbaz Bhatti（PPP）
麻薬統制 Arbab Muhammad Zahir（ANP）4）

在外パキスタン人
 Dr. Muhammad Farooq Sattar（MQM）5）

議会問題 Dr. Babar Awan（PPP）
石油・天然資源 Syed Naveed Qamar（PPP）
人口福祉 Dr. Firdaus Ashiq Awan（PPP）
港湾・海運 Babar Khan Ghauri（MQM）
郵政 Mir Israrullah Zehri（BNP-A）6）

民営化 Waqar Ahmed Khan（PPP）
鉄道 Haji Ghulam Ahmad Bilour（ANP）
宗教問題
 Syed Khursheed Ahmed Shab（PPP）
科学技術 Aftab Hussain Shah Jilani（PPP）
スポーツ Mir Aijaz Hussain Jakhrani（PPP）
辺境地域 Najmuddin Khan（PPP）
繊維 Rana Muhammad Farooq
 Saeed Khan（PPP）
観光 Maulana Atta-ur-Rehman（JUI）7）

水利・電力 Raja Pervaiz Ashraf（PPP）
女性開発 Dr. Firdous Ashiq Awan（PPP）
　 3．首相顧問（連邦大臣扱い）
財務・歳入・経済問題・統計担当
 Dr. Abdul Hafeez Shaikh
 Ms. Hina Rabbani Khar
州間調整 Mian Raza Rabbani（PPP）
石油・天然資源担当 Dr. Asim Hussain
教育 Sardar Aseff Ahmed Ali
　 4．国務大臣
逓信 Chaudhry Imtiaz Safdar Waraich（PPP）
軍需産業 Sardar Salim Haider Khan（PPP）
教育 Ghulam Farid Kathia（PPP）
畜産・酪農
 Fakir Muhammad Jadam Mangrio（PML-F）8）

経済問題・統計
 Ms. Hina Rabbani Khar（PPP）
食糧・農業 Rafique Ahmed Jamali（PPP）
外務 Nawabzada Malik Amad Khan（PPP）
保健 Muhammad Afzal Sandhu（PPP）
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住宅・公共事業
 Mir Mohammad Tariq Anis（PPP）
工業・生産 Dr. Ayat Ullah Durrani（PPP）
情報・放送
 Syed Sumsam Ali S. Bukhari（PPP）
内務 Tasneem Ahmed Qureshi（PPP）
カシミール問題・ギルギット＝バルチスタン
 Abdul Raziq（FATA）
議会問題 Ms. Mehreen Anwar Raja（PPP）
港湾・海運
 Sardar Nabeel Ahmed Gabol（PPP）
鉄道 Muhammad Afzal Sanodhu
宗教問題 Ms. Shugafta Jumani（PPP）
郵政 Abdul Raziq（FATA）
　 5．計画委員会
議長 Syed Yousaf Raza Gillani首相
副議長（連邦大臣扱い）
 Sardar Aseff Ahmad Ali
　 6．州知事・州首相
パンジャーブ州知事 Salman Taseer
同州首相 Muhammad Shahbaz Sharif
シンド州知事 Dr. Ishrat ul Ebad Khan
同州首相 Syed Qaim Ali Shah
ハイバル・パシュトゥーンフア州知事
 Owais Ahmed Ghani
同州首相 Amir Haider Khan Hoti
バローチスタン州知事
 Nawab Zulfiqar Ali Magsi
同州首相 Nawab M. Aslam Raisani
ギルギット＝バルチスタン州知事
 Qamar Zaman Kaira
　 7．国軍要人
統合参謀本部議長
 Chalid Shameem Wynne（陸軍大将）
陸軍参謀長 Ashfaq Parvez Kayani（陸軍大将）
海軍参謀長 Noman Bashir（海軍大将）
空軍参謀長 Rao Qamar Suleman（空軍大将）

三軍統合情報局（ISI）長官
 Ahmed Shuja Pasha（陸軍中将）
　 8．最高裁判所
長官 Iftikhar Muhammad Chaudhry
　 9．法務・検察
法務長官 Maulvi Anwarul-ul-Haq
　10．中央銀行
総裁 Shahid Hafiz Kadar

（注）　 1）PPP（Pakistan People’s Party）：パキ
スタン人民党

2）FATA無党派（連邦政府直轄部族地域への
割当議席）

3）JUI-F（Jamiat Ulema-e-Islam Fazl）： イ ス
ラーム聖職者党ファズルル・ラフマーン
派

4）ANP（Awami National Party）：大衆民族党
5）MQM（Muttahida Qaumi Movement）：統一
民族運動

6）BNP-A（Balochistan National Party Awa-
mi）：バローチスタン民族党アワミ派

7）JUI（Jamiat Ulema-e-Islam）：イスラーム
聖職者党

8）PML-F（パキスタン・ムスリム連盟機能
派）



551

主要統計 パキスタン　2010年

　 1 　基礎統計1）

2005/06 2006/07 2007/08 2008/09 2009/102）

人 口（100万人） 156.77 159.57 162.37 163.80 166.50
労 働 力 人 口（100万人） 50.50 50.78 51.78 52.20 55.80

消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 7.92 7.77 12.00 20.77 11.50
失 業 率（％） 6.20 5.32 5.20 5.20 5.50
為替レート（ 1ドル＝ルピー） 59.86 60.63 62.55 78.50 83.56
（注）　 1）会計年度は 7月 1日～翌年 6月30日。以下，同。人口，労働力人口は毎年 6月30日現在の数
値，その他は各年度平均値。 2）　暫定値。

（出所）　Government of Pakistan, Finance Division, Economic Survey 2009/10 Statistical Supplement; State 
Bank of Pakistan, Annual Report 2009/10.

　 2 　支出別国民総生産（名目価格） （単位：100万ルピー）
2005/06 2006/07 2007/08 2008/091） 2009/102）

消 費 支 出 6,544,525 7,346,079 9,155,647 11,802,987 13,127,809
政 府 824,300 796,204 1,278,431 1,029,156 1,312,520
民 間 5,720,225 6,543,843 7,835,310 10,254,625 11,815,289
総 固 定 資 本 形 成 1,565,838 1,814,620 2,094,743 2,210,920 2,196,969
在 庫 増 減 121,971 138,768 163,885 203,829 234,695
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 1,161,257 1,230,660 1,316,439 1,636,196 1,892,553
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 1,770,386 1,851,088 2,446,008 2,595,390 2,783,598
国 内 総 生 産（GDP） 7,623,205 8,673,007 10,242,800 12,739,336 14,668,428
海 外 純 要 素 所 得 149,901 157,631 208,916 344,491 570,615
国 民 総 生 産（GNP） 7,773,106 8,830,638 10,451,716 13,083,827 15,239,043
（注）　 1）修正値。 2）暫定値。
（出所）　Government of Pakistan, Finance Division, Economic Survey 2009/10.

　 3 　産業別国内総生産（要素費用表示　1999/2000年度価格） （単位：100万ルピー）
2005/06 2006/07 2007/08 2008/091） 2009/102）

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業 1,092,098 1,137,037 1,148,851 1,195,031 1,218,873
鉱 業 ・ 採 石 128,288 132,254 138,047 137,707 135,411
製 造 業 912,953 988,301 1,036,101 997,966 1,049,569
建 設 業 108,195 134,536 127,076 112,884 130,203
電 気 ・ ガ ス 107,391 112,441 85,893 112,360 112,789
運 輸 ・ 通 信 496,073 519,486 539,297 554,115 578,966
卸 売 ・ 小 売 838,426 887,294 934,231 921,015 968,150
金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産 400,876 445,101 483,907 465,442 459,437
行 政 ・ 国 防 295,959 316,915 320,565 332,108 357,134
サ ー ビ ス 480,217 518,344 569,044 619,409 660,236
国 内 総 生 産（GDP） 4,860,476 5,191,709 5,383,012 5,448,037 5,670,768
G D P 成 長 率（％） 5.82 6.81 3.68 1.21 4.09
（注）　 1）修正値。 2）暫定値。
（出所）　表 2に同じ。



552

2010年　主要統計

　 4 　国・地域別貿易 （単位：100万ルピー）
2006/07 2007/08 2008/09 2009/10

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
O E C D 諸 国 553,771 583,851 577,184 664,100 627,017 731,024 - -
ア メ リ カ 253,584 139,453 232,758 153,278 258,041 134,893 - -
日 本 7,524 105,484 8,585 114,510 9,071 105,484 - -

イスラーム諸国会
議機構（OIC）諸国 222,533 591,928 336,966 877,832 420,443 937,776 - -

サウジアラビア 17,350 211,751 23,981 336,590 34,844 338,465 - -
SAARC 諸 国 49,175 82,515 51,151 115,151 73,474 104,184 - -
ASEAN 諸 国 19,941 176,069 23,952 259,838 28,185 281,017 - -
その他の地域 183,892 417,443 207,385 595,151 234,733 669,105 - -
中 国 34,927 214,275 43,164 294,684 52,446 320,276 - -
合 計1） 1,029,312 1,851,806 1,196,638 2,512,072 1,383,852 2,723,106 - -
（注）　 1）再輸出／輸入を除く。
（出所）　表 2に同じ。

　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2005/06 2006/07 2007/08 2008/09 2009/10

経 常 収 支 -4,990 -6,878 -13,874 -9,261 -3,495
貿 易 収 支 -12,871 -13,881 -21,427 -16,008 -13,100
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 20,322 21,418 24,016 23,227 24,780
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 33,193 35,299 45,443 39,234 37,880
所 得 収 支 -2,667 -3,582 -3,923 -4,407 -3,269
移 転 収 支 10,548 10,585 11,476 11,154 12,874
資 本 金 融 収 支 4,792 6,619 13,759 9,143 3,296
直 接 投 資 3,450 5,026 5,335 3,695 2,209
証 券 投 資 986 3,283 32 -1,073 -64
そ の 他 投 資 1,492 1,858 2,591 6,701 5,030
外 貨 準 備 増 減（ － 増 ） -1,136 -3,548 5,670 -685 -2,882
誤 差 脱 漏 253 159 115 118 -424
（出所）　State Bank of Pakistan, Annual Report 2009/10.

　 6 　国家財政 （単位：100万ルピー）
2005/06 2006/07 2007/08 2008/09 2009/101）

連邦政府・全 4州総財源 1,076,600 1,297,957 1,499,380 1,850,901 2,155,387
連邦政府・全 4州総支出 1,401,900 1,799,968 2,276,549 2,531,308 2,877,439
連邦政府・全 4州財政赤字総計 325,300 377,501 777,169 680,407 722,052
赤 字 補 塡 手 段
海 外 借 入 148,900 147,150 151,311 149,651 331,618
国 内 非 銀 行 借 入 8,100 56,905 104,302 223,846 246,287
国 内 銀 行 借 入 70,900 101,982 519,906 305,620 144,147
民 営 化 97,300 71,464 1,650 1,290 19,351
（注）　 1）修正見積値。
（出所）　表 2に同じ。
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